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登
別
市
の
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、

平
成　

年
度
で　

・
０
％
、
平
成　

年
度

15

21

16

で　

・
９
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

23

　

三
位
一
体
の
改
革
に
よ
る
地
方
交
付
税

の
改
革
は
、
先
行
き
不
透
明
な
状
況
で
あ

り
、
税
収
の
少
な
い
登
別
市
に
と
っ
て
は
、

計
画
的
財
政
運
営
が
困
難
な
状
況
に
あ
り

ま
す
。
【
表
３
】

◎
市
債

　

市
は
、
市
民
プ
ー
ル
や
葬
斎
場
な
ど
を

建
設
し
ま
し
た
が
、
こ
れ
に
は
多
額
の
費

用
が
か
か
り
ま
し
た
。
家
計
と
同
じ
で
大

き
な
施
設
を
造
る
場
合
、
全
額
を
そ
の
年

の
税
金
だ
け
で
賄
う
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
こ
れ
ら
の
施
設
は
、
永
く
利
用

さ
れ
る
の
で
、
現
在
の
市
民
だ
け
で
な
く
、

将
来
利
用
す
る
で
あ
ろ
う
市
民
も
負
担
す

る
と
い
う
意
味
で
も
、
市
債
（
市
の
借

金
）
を
活
用
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

【
表
４
】
は
、
市
債
の
発
行
額
を
表
し

た
も
の
で
す
。
ク
リ
ン
ク
ル
セ
ン
タ
ー
を

建
設
し
た
平
成　

年
度
と
、
市
民
プ
ー
ル

11

『
ら
く
あ
』
や
葬
斎
場
を
建
設
し
た
平
成

　

年
度
の
市
債
発
行
額
が
大
き
く
膨
ら
ん

15で
い
ま
す
。

　

次
に
、
歳
出
に
つ
い
て
説
明
し
ま
し
ょ

う
。

　

【
６ 
㌻ 
表
５
】
は
、
お
金
が
ど
の
よ
う

な
性
質
の
経
費
に
使
わ
れ
た
の
か
を
示
し

て
い
ま
す
。

　

人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
の
３
つ
は
、

義
務
的
経
費
と
呼
ば
れ
、
人
件
費
は
職
員

の
給
与
な
ど
決
ま
っ
て
支
出
し
、
扶
助
費

は
生
活
保
護
費
な
ど
法
令
で
支
出
が
義
務

付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
公
債
費
は

市
の
借
金
の
返
済
に
充
て
ら
れ
任
意
に
節

減
で
き
な
い
経
費
で
す
。

　

こ
の
義
務
的
経
費
の
割
合
が
大
き
く
な

る
ほ
ど
、
そ
れ
だ
け
財
政
は
窮
屈
に
な
り

ま
す
。

 　

人
件
費
は
、
職
員
数
の
減
少
な
ど
に
よ

り
、
縮
減
が
進
ん
で
い
ま
す
【
６ 
㌻ 
表

６
】
。

　

職
員
数
は
、
平
成　

年
度
が　

人
で
、

17

513

５
年
間
で　

人
減
り
ま
し
た
。

66

　

し
か
し
、
平
成　

年
度
か
ら
は
、
『
団

19

塊
の
世
代
』
と
い
わ
れ
る
年
齢
層
の
職
員

が
退
職
期
を
迎
え
る
た
め
、
こ
れ
に
よ
る

退
職
手
当
の
増
加
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
【
７ 
㌻ 
グ
ラ
フ
１
】
の
ラ
ス
パ

イ
レ
ス
指
数
の
推
移
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
と
は
、
国
家
公
務

員
の
給
与
水
準
を　

と
し
た
と
き
の
地
方

100

公
務
員
の
給
与
水
準
を
示
し
た
も
の
で
す
。

全
国
的
に
地
方
公
務
員
の
給
与
水
準
は
低

下
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

登
別
市
は
、
平
成　

年
度　

・
１
ま
で

16

94

低
下
し
、
全
道　

市
中　

位
と
低
い
水
準

34

27

と
な
っ
て
お
り
、
今
後
さ
ら
に
低
く
な
る

見
込
み
で
す
。

市
の
歳
出
（
支
出
）

◎
人
件
費

市債発行額の推移【表４】

16年度15年度14年度13年度12年度11年度区　　　分

7億7千万円11億3千万円6億2千万円2億7千万円臨時財政対策債

5億円6億5千万円5億9千万円7億6千万円10億円10億4千万円道 路 関 係

4億3千万円15億8千万円7千万円5億1千万円4億1千万円1億6千万円教 育 関 係

0円5億1千万円1億4千万円0円0円19億4千万円一 般 廃 棄 物
処 理 施 設

3億7千万円13億1千万円8億9千万円10億7千万円7億8千万円5億8千万円そ の 他

20億7千万円51億8千万円23億1千万円26億1千万円21億9千万円37億2千万円合 計

地方交付税の推移【表３】

16年度15年度14年度13年度12年度11年度区　　　分

46億7千万円 
（78.5％）

46億3千万円 
（73.3％）

49億5千万円 
（80.1％）

49億8千万円 
（85.0％）

52億6千万円 
（89.2％）

51億3千万円 
（89.4％）普 通 交 付 税

5億1千万円 
（8.6％）

5億6千万円 
（8.8％）

6億1千万円 
（9.9％）

6億1千万円 
（10.4％）

6億4千万円 
（10.8％）

6億1千万円 
（10.6％）特 別 交 付 税

51億8千万円 
（87.1％）

51億9千万円 
（82.1％）

55億6千万円 
（90.0％）

55億9千万円 
（95.4％））

59億円 
（100％）

57億4千万円 
（100％）交 付 税 合 計

7億7千万円 
（12.9％）

11億3千万円 
（17.9％）

6億2千万円 
（10.0％）

2億7千万円 
（4.6％）臨時財政対策債

59億5千万円 
（100％）

63億2千万円 
（100％）

61億8千万円 
（100％）

58億6千万円 
（100％））

59億円 
（100％）

57億4千万円 
（100％）総 合 計

※（　　）内は構成比です。
※臨時財政対策債は、平成13年度から創設されました。

特集　登別市財政公表


